
新規・継続 継続 主要事業 × 事業コード 4020230

会計 一般 款 8 項 1 目 2

開始
年度

終了予定
年度

― ―

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 無

H30年度 R元年度 R2年度

消防団員実員数 人 385 390 410

実績値 目標値
H26年度 R2年度

消防団員実員数 人 407 410

基準値 目標値
（年度） R元年度

（　　）

（　　）

（　　）

事業期間

消防団総務事業

消防本部

課等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

団員数の増員は、地域防災力の向上に繋がり、災害が発生した際、市
民の安全を守ることに繋がる。

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

協働の取組内容

目標値
指標として設定する理由

【継続】の場合の区分 継続

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由 終了する理由

　消防団は地域防災力の中核をなし、市民の安心安全のために大きな役割を果たしている。
　全国的に団員の減少や高齢化等が進んでいる中、本市においても同様の状況であり、消防力を維持するため
には消防団員の活動環境整備及び処遇改善により、団員確保に取り組むことが必要である。

消防団員

　各分団による地元団員の勧誘活動のほか、広報紙等による募集により、消防団員の確保に努め
る。
　また、団員への報酬支給、公務災害補償費等の対応のほか、消防団活動で必要となる被服等（活
動服・編上げ靴・アポロキャップ等）や、安全を確保するための装備品等（ヘルメット・防火衣一式）の
貸与、活動交付金の支給などにより、消防団員が安全に、円滑に任務遂行ができるよう活動環境の
向上を図る。特に消防団員服制基準の改正に対応するため、新基準の活動服を計画的に更新する。

警防班

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

消防総務課

班等名

消防組織法

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(2)　消防・救急体制の強化

　条例定数（４３０人）を維持確保するため、
団員の増員を図る

単位 区分
総合戦略におけ
る指標等

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020230

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

人 385 375 390 410

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

評
価

平
成
3
0
年
度

効果があった

各分団に対し消防団活動で必要となる被服等（活動服・編上げ靴・アポロキャップ）及び安
全を確保するための装備品等（ヘルメット・防火衣一式）を貸与することにより、消防団員が
安全そして円滑に任務ができるように活動環境の向上が図れた。

事業の継続

地域防災力の充実強化につながったため、今後も事業を継続し消防団員の必要とする被
服や装備品等の貸与や団員への報酬、費用弁償の支給など、活動環境の向上及び処遇
改善を充実させる。また、今後は女性消防団員の入団や機能別消防団の導入などを検討
し、消防団員の人員確保及び増員に努める。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位

平成30年度

消防団員実員数

班等名

消防団総務事業 消防本部 消防総務課 警防班

事業（予算）名 部等名 課等名



新規・継続 継続 主要事業 ○ 事業コード 4020130

会計 一般 款 8 項 1 目 3

開始
年度

終了予定
年度

H29 ―

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 無

H30年度 R元年度 R2年度

工事改修箇所数 箇所 1 1 1

年間電気使用量
の月平均値

ｋＷh/月 16000 16000 15000

実績値 目標値
H26年度 R2年度

基準値 目標値
（年度） R元年度

（　　）

（　　）

（　　）

事業期間

消防本部庁舎改修事業

消防本部

課等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

協働の取組内容

目標値
指標として設定する理由

【継続】の場合の区分 拡大

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由 終了する理由

消防本部・消防署庁舎は、建築後約３３年が経過しており、建物本体及び付属施設・空調機器等に不
具合が発生しており、大規模な改修が必要に迫られている。また、女性職員に対する施設が未整備
な状態であり、施設整備が必要となっている。

消防本部・消防署庁舎・消防署北分署・車庫棟・付属施設

消防本部・消防署庁舎を計画的に改修し、施設の長寿命化を図り、消防防災拠点としての
機能を維持させる。空調及び照明器具は高効率な設備に更新し、コストの削減に努める。
また女性消防吏員の当直勤務体制を確立するため、女性専用施設を整備する。

庶務管理班

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

消防総務課

班等名

消防組織法・女性活躍推進法

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(1)　災害に強いまちづくりの推進

庁舎改修計画に基づき、実施するため

省エネ効果を検証するため

単位 区分
総合戦略におけ
る指標等

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020130

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

箇所 1 1 1 1

ｋＷh/月 16,000 17,317 16,000 15,000

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

評
価

平
成
3
0
年
度

効果があった

　消防本部庁舎空調・照明設備等改修工事設計委託を実施したほか、北分署の空調設備
を高効率型に改修したことにより、防災拠点としての機能強化はもとより、環境やコスト面で
も負荷軽減を図ることができた。

追加等更に発展させる

　災害時に防災拠点としての機能を最大限発揮できるよう、庁舎改修計画による施設や設
備等の改修を進めていかなければならない。令和元年度には、消防本部庁舎空調改修工
事の実施を予定しており、防災拠点としての更なる機能強化を図る。
　なお、予算化に至らなかった計画事業については、実施に向けて計画内容等の見直しを
図っていく。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位

平成30年度

工事改修箇所数

年間電気使用量の月平均値

班等名

消防本部庁舎改修事業 消防本部 消防総務課 庶務管理班

事業（予算）名 部等名 課等名



新規・継続 継続 主要事業 × 事業コード 4020330

会計 一般 款 8 項 1 目 2

開始
年度

終了予定
年度

― ―

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 無

H30年度 R元年度 R2年度

消防団員
実員数

人 385 390 410

年間訓練等
出動人員

人 1,300 1,300 1,300

実績値 目標値
H26年度 R2年度

消防団数 人 407 410

基準値 目標値
（年度） R元年度

（　　）

（　　）

（　　）

　条例定数（４３０人）を維持確保するため、
団員の増員を図る。

　災害に対し、安全に円滑に活動する為に多くの団員に
訓練等の出動を図る。

単位 区分
総合戦略におけ
る指標等

消防総務課

班等名

消防組織法

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(3)　市民による地域防災の強化

協働の取組内容

目標値
指標として設定する理由

【継続】の場合の区分 継続

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由 終了する理由

　消防団は地域防災力の中核をなし、災害が増加傾向にある中、消防団の活動により市民の安心安
全な生活に大きな役割を果たしている。このため、消防団員の士気高揚と資質の向上を図るととも
に、消防団活動が円滑に実施できるように支援する必要がある。また、災害における被害の軽減を図
るため、消防団活動を通じて市民の防災意識の高揚を図る必要がある。

消防団員

　消防団員の規律の保持と災害の防御及び鎮圧等に必要な技術の練成のため、年間訓
練計画に基づき各種訓練を実施する。また、県並びに支部消防操法大会出場分団への支
援、消防表彰などを引き続き実施する。

　消防団活動事業は、災害や訓練等において消防団活動を円滑に実施できるよう支援す
るものであり、消防団活動事業の大半が費用弁償となるため、実施計画事業から一般事
業への変換が妥当と思われる。

警防班

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

事業期間

消防団活動事業

消防本部

課等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

　団員数の増員は、地域防災力の向上に繋がり、敷いては災
害に対して、市民の安全を守ることに繋がる。

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020330

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

人 385 375 390 410

人 1,300 1,275 1,300 1,300

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

班等名

消防団活動事業 消防本部 消防総務課 警防班

事業（予算）名 部等名 課等名

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位

平成30年度

 消防団員実員数

 年間訓練等出動人員

評
価

平
成
3
0
年
度

効果があった

年間訓練等を通して、技術や資質の向上に繋がり災害現場での消防団活動の向上が図ら
れた。

事業の継続

消防団員の訓練等により団員の士気高揚、資質及び技術の向上が図られる。消防団活動
が安全円滑に実施するには事業の継続は必須である。
　訓練を通じて、災害における被害の軽減を図り、市民の防災意識の高揚及び消防団員の
必要性を周知し、消防団員の増員を図る。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度


